第2号様式（第７条関係）
配置予定技術者届
	
	商号又は名称
	

	

	工　　事　　名
	

	配置予定技術者
	氏　　名
	

	
	（生年月日）
	年　　　月　　　日　　

	資　格
	主任技術者の場合
	□　建設業法第７条第２号　イ（高卒５年 ・ 大卒３年以上）

□　建設業法第７条第２号　ロ　（10年以上の実務）

□　建設業法第７条第２号　ハ　（国土交通大臣認定）

	
	
	技術検定の級、種目
	

	
	
	合格番号
	

	
	監理技術者の場合
	□
	監理技術者資格者証交付番号

	
	
	
	№
	

	他工事　の従事状況
	契約金額2,500万円以上（建築一式の場合は5,000万円以上）での契約となる入札の場合は技術者の兼務はできません。


	□　当該工事に専任

□　他の工事と兼務

（兼務する工事内容）

	
	
	
	件　名
	

	
	
	
	発注者
	

	
	
	
	工　期
	

	現場代理人
	氏 名
	　

	＊現場代理人については、葉山町契約規則第60条第2項で原則として常駐を義務付けています。


建設業法

（許可の基準）
第７条　国土交通大臣又は都道府県知事は、許可を受けようとする者が次に掲げる基準に適合していると認めるときでなければ、許可をしてはならない。

１．法人である場合においてはその役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいう。以下同じ。）のうち常勤であるものの一人が、個人である場合においてはその者又はその支配人のうち一人が次のいずれかに該当する者であること。

イ　許可を受けようとする建設業に関し５年以上経営業務の管理者任者としての経験を有する者

ロ　国土交通大臣がイに掲げる者と同等以上の能力を有するものと認定した者

２．その営業所ごとに、次のいずれかに該当する者で専任のものを置く者であること。

イ　許可を受けようとする建設業に係る建設工事に関し学校教育法（昭和22年法律第26号）による高等学校（旧中等学校令（昭和18年勅令第36号）による実業学校を含む。以下同じ。）若しくは中等教育学校を卒業した後５年以上又は同法による大学（旧大学令（大正７年勅令第388号）による大学を含む。以下同じ。）若しくは高等専門学校（旧専門学校令（明治36年勅令第61号）による専門学校を含む。以下同じ。）を卒業した後３年以上実務の経験を有する者で在学中に国土交通省令で定める学科を修めたもの

ロ　許可を受けようとする建設業に係る建設工事に関し10年以上実務の経験を有する者

ハ　国土交通大臣がイ又はロに掲げる者と同等以上の知識及び技術又は技能を有するものと認定した者

